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　公共下水道使用料等については、合併時に統一する。

－
3
8
－

担 当 部 会 名 担当分科会名 下水道分科会

調 整 結 果

１円未満切捨て

協定項目番号 ２３－１６ 合 併 協 定 項 目 各種事務事業(下水道等事業関係)の取扱いについて

１円未満切捨て

観 音 寺 市 大 野 原 町

上下水道部会

豊 浜 町

調　整　方　針

  使  用  料

区 分

（消費税を含む）

　汚　水　量 使　用　料 汚　水　量　 使　用　料

１１立方メートルから

２０立方メートルまで

１０立方メートルまで １，１５５円 ２１立方メートルから

３０立方メートルまで

一般汚水 ３１立方メートルから

５０立方メートルまで

（ただし、５立方メートル （８４０円） ５１立方メートルから

　　まで） １００立方メートルまで

１０１立方メートル以上 ２３６．２５円

公衆浴場

汚　　水
２００立方メートルまで ６，０９０円 ２０１立方メートル以上 ３９．９円

１４７円

１６８円

１８９円

２１０円

区　　分

基　本　料　金 超　過　料　金

（１か月につき） （１立方メートルにつき）

（消費税を含む）

　汚　水　量 使　用　料 汚　水　量　 使　用　料

１１立方メートルから

２０立方メートルまで

１０立方メートルまで １，１５５円 ２１立方メートルから

３０立方メートルまで

一般汚水 ３１立方メートルから

５０立方メートルまで

（ただし、５立方メートル （８４０円） ５１立方メートルから

　　まで） １００立方メートルまで

１０１立方メートル以上 ２３６．２５円

公衆浴場

汚　　水
２００立方メートルまで ６，０９０円 ２０１立方メートル以上 ３９．９円

１４７円

１６８円

１８９円

２１０円

区　　分

基　本　料　金 超　過　料　金

（１か月につき） （１立方メートルにつき）



　水洗便所改造資金融資あっ旋及び利子補給制度については、合併時に統一する。

(目　的)

(融資あっ旋の対象及び資格) (融資あっ旋の対象及び資格)

(融資あっ旋の額) (融資あっ旋の額)

(融資の条件) (融資の条件)

調 整 結 果

 (6)　市長が適当と認める連帯保証人を有すること。

第5条　改造資金の融資条件は、次のとおりとする。

 (1)　建築物の所有者又は改造工事について当
該建築物の所有者の同意を得た使用者であるこ
と。
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 (4)　自己資金のみでは工事費を一時的に負担
することが困難であること。

 (5)　下水道処理開始の日から３年以内に行う改
造工事であること。ただし、この期間内に改造する
ことができなかったことについて相当な理由が認
められるときはこの限りでない。
 (6)　市長が適当と認める連帯保証人を有すること。

 (1)　融資金は、無利子とする。ただし、延滞利息
は、融資を受けた者の負担とする。

 (2)　償還は、融資を受けた日の属する月の翌月
からとし、償還額は、改造工事1件につき毎月
12,500円とする。この場合12,500円未満の端数が
生じたときは、第1回分の償還金に加 算するもの
とする。ただし、約定償還日前において繰上償還
することができる。

第1条　処理区域内に建築物を有する者が、当該
便所を水洗式に改造又は既設の浄化槽を廃止し
て公共下水道へ接続すること等に要する資金の融
資のあっ旋及びその融資を行う取扱い金融機関
への利子補給について必要な事項を定めることを
目的とする。

 (1)　建築物の所有者又は改造工事について当該
建築物の所有者の同意を得た使用者であること。

 (2)　改造資金の償還について十分な支払い能力
を有すること。

第3条　改造資金の融資のあっ旋は、次の要件を
備えているものでなければ受けることはできない。

 (3)　市税、下水道事業受益者負担金及び下水道
使用料等を完納していること。

 (2)　償還は、融資を受けた日の属する月の翌月
からとし、償還額は、改造工事1件につき毎月
12,500円とする。この場合12,500円未満の端数が
生じたときは、第1回分の償還金に加 算するものと
する。ただし、約定償還日前において繰上償還す
ることができる。

 (4)　自己資金のみでは工事費を一時的に負担す
ることが困難であること。

（1）改造工事１件につき１０万円以上５０万円まで
の間
　　（改造工事１件とは、1戸につき1個の便槽を改
造することをいう。）

（2）市長が認定した金額とする。

豊 浜 町

 (3)　市税、下水道事業受益者負担金及び下水
道使用料等を完納していること。

 (2)　改造資金の償還について十分な支払い能力
を有すること。

下水道分科会

大 野 原 町

協定項目番号 ２３－１６ 合 併 協 定 項 目 各種事務事業(下水道等事業関係)の取扱いについて 担 当 部 会 名 上下水道部会 担当分科会名

水洗便所改造
資金融資あっ
旋及び利子補
給

第4条　改造資金の融資あっ旋額は、改造工事１
件につき１０万円以上５０万円までの間で、市長が
認定した金額とする。

 2　前項の改造工事１件とは、1戸につき1個の便
槽を改造することをいう。

 (1)　融資金は、無利子とする。ただし、延滞利息
は、融資を受けた者の負担とする。

　観音寺市水洗便所改造資金融資あっ旋及び利
子補給に関する規則　(抜粋)

調　整　方　針

区 分 観 音 寺 市

 (5)　下水道処理開始の日から３年以内に行う改
造工事であること。ただし、この期間内に改造する
ことができなかったことについて相当な理由が認め
られるときはこの限りでない。



　水洗便所改造資金融資あっ旋及び利子補給制度については、合併時に統一する。

(利子補給) (利子補給)

調 整 結 果

－
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 2　前項の利子補給の利率及び補給方式等は、
毎年度当初市長と取扱金融機関において協議の
上定める。

第6条　市長は改造資金の融資をした取扱金融機
関に対し、予算の範囲内において、約定償還日
(繰上償還があった場合は当該償還日)までの間の
利子の全額を補給する。

 (3)　遅延利息その他の融資条件の変更について
は、市長と取扱い金融機関が協議の上定めるもの
とする。

 (3)　遅延利息その他の融資条件の変更について
は、市長と取扱い金融機関が協議の上定めるもの
とする。

（1）市長は改造資金の融資をした取扱金融機関
に対し、予算の範囲内において、約定償還日(繰
上償還があった場合は当該償還日)までの間の利
子の全額を補給する。

（2）利子補給の利率及び補給方式等は、毎年度
当初市長と取扱金融機関において協議の上定め
る。

担 当 部 会 名 上下水道部会 担当分科会名 下水道分科会

大 野 原 町 豊 浜 町区 分 観 音 寺 市

協定項目番号 ２３－１６ 合 併 協 定 項 目 各種事務事業(下水道等事業関係)の取扱いについて

調　整　方　針　



　農業集落排水施設整備事業については、合併時に統一する。

新規加入者 新規加入者 新規加入者

1公共枡 150,000 円 1公共枡 150,000 円 1公共枡 150,000 円

３ ～ ４人 ３ ～ ４人 ３ ～ ４人

５ ～ ６人 ５ ～ ６人 ５ ～ ６人

７ ～ ９人 ７ ～ ９人 ７ ～ ９人

１０ ～ １９人 １０ ～ １９人 １０ ～ １９人

大野原町農業集落排水事業特別会計 豊浜町農業集落排水事業特別会計 観音寺市農業集落排水事業特別会計

７，０００円

１０，０００円 ２０人以上 １０，０００円 １０，０００円

対象人員の基準は４月１日の住民基本台帳による。 対象人員の基準は４月１日の住民基本台帳による。

２０人以上

人 員 使用料(月額)

２ 人 以 下 ２，５００円

３，０００円

３，５００円

４，０００円

７，０００円

２０人以上

３，０００円

３，５００円

４，０００円

調 整 結 果

使用料(月額) 人 員 使用料(月額)

２ 人 以 下 ２，５００円２，５００円２ 人 以 下

受 益 者 負 担

使 用 料 金 人 員

３，０００円

３，５００円

４，０００円

７，０００円

観 音 寺 市 大 野 原 町

担 当 部 会 名協定項目番号 ２３－１６ 合 併 協 定 項 目 各種事務事業(下水道等事業関係)の取扱いについて

調　整　方　針

豊 浜 町

産業経済部会 担 当 分 科 会 名 農林水産分科会

農業集落排水会計

－
4
1
－

区 分



　農業集落排水施設整備事業については、合併時に統一する。

住民の方より使用申し込みがあれば次の設置要領
により許可する。

農業集落排水処理施設の設置要領

（供用開始方法）
１． 施工業者の選定（大野原町指定業者）
２． 大野原町に対して確認申請書の提出
３． 町より確認検査あり
４． 合格した者は、排水施設整備工事の着手届を
提出する｡
５． 工事が完成した者は、5日以内に完成届を提出
する｡
６． 施設の使用を開始するものは、施設の使用開
始届を提出する｡

（料金について）
１． 新規加入者については、加入金を納付する｡
　　　　　　　　　　　　　（田野々地区：150,000円）
２． 事業完了後の新規加入者及び増設者につい
ては、本管より公共
　桝までの工事費は全額自己負担とする｡
３． 使用料については、処理施設の設置に関する
条例第20条による。
　金額の基準は、4月1日現在の住民基本台帳によ
る世帯人数とする｡
４． 使用料の徴収は、納入通知書等により毎月徴
収する｡

（改造資金について）
１．農林金融公庫等による借り入れが可能

（大野原町指定業者について）
１．工事施工業者は、大野原町の指定する業者と
する｡
　　　　　　　　　　（指定業者認可証発行）

　業者等を指定したいときは、業者より指定業者認
可申請書を提出していただくこと｡

住民の方より使用申し込みがあれば次の設置要領
により許可する。

農業集落排水処理施設の設置要領

（供用開始方法）
１． 施工業者の選定（豊浜町指定業者）
２． 豊浜町に対して確認申請書の提出
３． 町より確認検査あり
４． 合格した者は、排水施設整備工事の着手届を
提出する｡
５． 工事が完成した者は、5日以内に完成届を提出
する｡
６． 施設の使用を開始するものは、施設の使用開
始届を提出する｡

（料金について）
１． 新規加入者については、加入金を納付する｡
　　　　　　　　　　　　　　　（本村地区：150,000円）
２． 事業完了後の新規加入者及び増設者につい
ては、本管より公共
　桝までの工事費は全額自己負担とする｡
３． 使用料については、処理施設の設置に関する
条例第20条による。
金額の基準は、4月1日現在の住民基本台帳による
世帯人数とする｡
４． 使用料の徴収は、納入通知書等により毎月徴
収する｡

（改造資金について）
１．農林金融公庫等による借り入れが可能

（豊浜町指定業者について）
１．工事施工業者は、豊浜町の指定する業者とす
る｡

　　　　　　　　　　　　　　（指定業者認可証発行）

　業者等を指定したいときは、業者より指定業者認
可申請書を提出していただくこと｡

農業集落排水処理施設の設置要領

（供用開始方法）
１． 施工業者の選定（観音寺市指定業者）
２． 観音寺市に対して確認申請書の提出
３． 市より確認検査あり
４． 合格した者は、排水施設整備工事の着手届を提出
する｡
５． 工事が完成した者は、5日以内に完成届を提出す
る｡

６． 施設の使用を開始するものは、施設の使用開始届
を提出する｡

（料金について）
１． 新規加入者については、加入金を納付する｡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（150,000円）
２． 事業完了後の新規加入者及び増設者について
は、本管より公共
　桝までの工事費は全額自己負担とする｡
３． 使用料については、処理施設の設置に関する条例
第20条による。
金額の基準は、4月1日現在の住民基本台帳による世
帯人数とする｡
４． 使用料の徴収は、納入通知書等により毎月徴収す
る｡

（改造資金について）
１．農林金融公庫等による借り入れが可能

（観音寺市指定業者について）
１．工事施工業者は、観音寺市の指定する業者とする｡

　　　　　　　　　　　　　　　（指定業者認可証発行）

　業者等を指定したいときは、業者より指定業者認可申
請書を提出していただくこと｡

担 当 分 科 会 名 農林水産分科会産業経済部会各種事務事業(下水道等事業関係)の取扱いについて

豊 浜 町大 野 原 町

担 当 部 会 名

調 整 結 果

合 併 協 定 項 目２３－１６

観 音 寺 市

関 係
排 水 設 備 工 事

調　整　方　針

区 分

－
4
2
－

協定項目番号



　合併処理浄化槽設置整備事業については、合併時に再編統一する。

５人 ６人 ７人 ８人 １０人 11～ 21～ 31～ ５人 ６人 ７人 ８人 １０人 11～ 21～ 31～ ５人 ６人 ７人 ８人 １０人 11～ 21～ 31～

6424 － 34 －１６年度22 － 70 － 8 － － － 1003 2 183 １６年度86 － 8 3

８　～　９人槽    ８２４，０００円

１０　～　５０人槽    ９００，０００円

６人槽 　５５０，０００円

７人槽    ６５０，０００円

調 整 結 果

人 槽 区 分 補助限度額

５人槽 　 ４５０，０００円

担当分科会名

－
4
3
－

協定項目番号 ２３－１６ 合 併 協 定 項 目

合併浄化槽
整 備 事 業
浄化槽設置

８　～　５０人
槽

人 槽 区 分

環境分科会

調　整　方　針　

区 分 観 音 寺 市 大 野 原 町 豊 浜 町

各種事務事業(下水道等事業関係)の取扱いについて 担 当 部 会 名 環境部会

　 ４５０，０００円

６人槽 　５５０，０００円

補助限度額 人 槽 区 分 補助限度額

５人槽

補 助 金

人 槽 区 分

５人槽

６　～　７人槽

３５４，０００円

４１１，０００円

５１９，０００円

２１　～　３０人槽

３１　～　５０人槽

   ８２４，０００円

   ９００，０００円

３，２９６，０００円

４，３２６,０００円

８　～　９人槽

１０人槽

１１　～　２０人槽 １，８５４，０００円

５人槽 　 ４５０，０００円

６人槽 　５５０，０００円

７人槽    ６５０，０００円
７人槽    ６５０，０００円

８人槽    ８２４，０００円

９人槽    ８２４，０００円

１０人槽    ９００，０００円

１１　～　２０人槽 　　９８１，０００円

２１　～　３０人槽 １，６６８,０００円

３１　～　５０人槽 ２，２３８,０００円

１５年度

合　計

62 －

80 －

１６年度 81 －

設 置 実 績 年度・人槽 計

１４年度 93 － 10 12 1 2

88 － 7 4 － 2

223 － 267 － 25 19 4 6

180

181

544

年度・人槽 計

１４年度 33 － 69 － 3 － － － 105

１５年度 31 － 76 － 5 － － － 112

合　計 86 － 215 － 16 － － － 317

年度・人槽 計

１４年度 21 － 27 － 1 －

１５年度 23 － 30

－ 8 2

1

2

－ 3 1

4 1

合　計 68 － 91

補助限度額

－ 171

－ － 57

－ 50

1 －


